
事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 

 

担当部・課：地球環境部 

森林・自然環境保全第一課 

 

１．案件名                                 

国 名： パラオ国 

案件名： サンゴ礁島嶼系における気候変動による危機とその対策 

Project for Sustainable Management of Coral Reef and Island Ecosystems: 

Responding to the Threat of Climate Change 

 

２．事業の背景と必要性                          

（1）当該国における環境保全に係る現状と課題 

サンゴ礁は、地球の海洋総面積の1％未満にもかかわらず、9万種以上の生物（浅海域

の生物種の35％以上、全海水魚類の約25％）が生息しており、生物多様性が極めて高い

海域である。また、水産資源、観光・レクリエーション機会、防災・減災など、様々な

生態系サービスの供給源である。 

パラオは、地球上で最も多くの造礁サンゴ種が生息する「コーラル・トライアングル1」

の一角であり、豊かな沿岸生態系を有し、世界有数の海洋生物多様性を誇る。2012年に

は同国の200～300の島々からなるロックアイランドが世界遺産に登録され、同国のサン

ゴ礁生態系保全の重要性が国際的に認識されている。 

パラオ政府は、豊かな自然環境を利用した観光開発を経済的発展の主軸として位置づ

けており、その大部分はサンゴ礁に依存していることから、国策としてサンゴ礁生態系

を保全することが重要な課題となっている。しかし、近年では天然林の農地への転換、

破壊的な漁法、乱獲、バベルダオブ島2への首都移転に伴う土地開発・観光利用の増加な

どに加え、気候変動による海水温上昇・海洋酸性化などの影響によってサンゴ礁生態系

の健全性が損なわれる惧れが強く懸念されている。パラオでは既に、1998年・2010年に

サンゴの大規模白化3が報告されるなど負の影響が顕在化してきている。 

今後、パラオが持続的に社会経済開発を推進していくためには、サンゴ礁島嶼生

1 パラオ、フィリピン、マレーシア（ボルネオ島）、インドネシア、パプアニューギニア、ソロモン諸島を

結ぶ珊瑚礁三角地帯。 
2 バベルダオブ島はパラオ全体の 70%以上の面積をもつ同国最大の島であり、16 州のうち 10 州が位置す

る。米国の財政支援による同島を一周する道路が 2007 年に開通し、中期開発戦略 2009-2014 によれば、

各州の特長を生かした観光資源開発が計画されている。 
3 VanWoesik R, Houk P, Isechal AL, Idechong JW, Victor S & Golbuu Y (2012) Climate-change refugia 
in the sheltered bays of Palau: analogs of future reefs. Ecology and Evolution. doi: 10.1002/ece3.363 

 パラオの海水温度は年間を通じて 26℃～29℃であることから、将来、同国沿岸域の海水温度がサンゴの

限界耐久温度である 29℃を超過し、サンゴの白化現象が頻発する危険性が予想される。 
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態系の維持管理に係る総合対策を立案・実践する必要がある。その科学的基盤とし

て、気候変動や観光開発等によるサンゴ礁生態系への影響解明、自然科学系のみな

らず環境経済学や観光学など社会科学系の専門人材の育成、住民の理解促進が急務

である。 

一方、琉球大学は沖縄諸島を中心とした研究によって、開発行為に伴うローカル・ス

ケールの環境負荷に加え地球規模の温暖化・酸性化が複合して、サンゴ礁生物の健全度

や生物多様性を低下させることにより、サンゴ礁域が提供する生態系サービスを低下さ

せ、島嶼経済及び社会・文化に多大なる損失を与え得ることを実証してきた。また、本

プロジェクトのカウンターパート機関であるパラオ国際サンゴ礁センター(PICRC)とは、

大学院生や研修員の受け入れ、国際サンゴ礁イニシアチブにおける議論などを通じて活

発な交流が進められている。 

このような背景から、パラオ政府は我が国に対し、琉球大学とPICRCを実施機関と

する科学研究の協働推進および人材育成を通じ、サンゴ礁島嶼生態系の維持管理に

向けた総合政策オプションを提言することを目的として、本プロジェクトを地球規

模課題対応国際科学技術協力(SATREPS)案件として要請した。 

（2）当該国における開発政策と本事業の位置づけ 

パラオの国家開発計画（National Master Development Plan 2020）は、経済的自立お

よび環境と文化の保護を目標として、2020年までを視野に入れた長期的な開発方針を示

している。また、中期開発戦略（Medium Term Development Strategies2009-2014： Actions 

for Palau’s Future）がアジア開発銀行の支援を受けて作成されており、同計画におい

ても、環境保全は最も優先度の高い開発課題の一つと位置付けられている。 

「保護区ネットワーク（Protected Areas Network、以下、「PAN」）」法 4（2003 年

制定）は、海洋を含む保護区を各州が設定し国が管理支援する枠組を法制化したもので、

同法に基づく全国的な保護区の指定が開始されている。さらにパラオ政府は、PAN 概念

のミクロネシア地域への拡大を目的とする「ミクロネシア・チャレンジ（MC）5」を提唱

し 6、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国、米領グアム、北マリアナ諸島との共同

政策宣言文書が 2006 年に採択されている。 

（3）我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は、第6回太平洋・島サミット（2012年5月）において、「環境・気候変動」分

4 同法は 2008年の改定で、パラオの環境を享受する外国からの訪問者に保護区維持管理費の負担を求める

環境使用料（Green Fee）を導入することとした。環境使用料は 2009年 11月に導入され、当初は 15米ド

ルであったが、2012年 10月から 30米ドルに値上げされている。 
5 2020年までにミクロネシア地域の沿岸水域の 30％、陸地の20％を保護区として保全することを目標とし

た共同政策宣言。 
6生物多様性条約第 10 回締約国会議(COP10)にて採択された「愛知目標」では、「2020 年までに、少なくと

も陸域及び内陸水域の 17％、また沿岸域及び海域の 10％が、効果的、衡平に管理される」といった国際目

標が掲げられている。 
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野を大洋州地域に対する重点分野の一つとしている。 

また、「対パラオ共和国国別援助方針」（2012年4月）においても「サンゴ礁生態系

の保全のため、環境保全への支援に重点を置く」としている。同方針別紙「事業展開計

画」の協力プログラム「自然環境保全」では、具体的に「パラオ国際サンゴ礁センター

(PICRC)のサンゴ礁モニタリング機能強化、PAN及びMC推進を支援し、自然環境保全を推

進する」としている。 

なお、本事業のカウンターパート(C/P)機関であるPICRCは、日米コモンアジェンダ7に

基づき、アジア･大洋州におけるサンゴ礁研究の拠点として、2000年に日本の無償資金協

力で建設された。その後、PICRCの研究機能･啓発･教育機能の強化を目的とする技術協力

プロジェクト｢パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト｣(2002-2006)を実施し、更

に｢サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト｣(2009-2012)を実施してきたところで

ある。 

本事業は、我が国の既往の協力成果を活かし、パラオの海洋・陸域生態系に気候変動

が及ぼす複合影響を科学的に評価分析することにより、サンゴ礁をはじめ島嶼生態系の

保全政策・施策に資する案件であり、我が国の援助政策の方向性と合致している。 

（4）他の援助機関の対応 

当該分野では、米国 NOAA（米国海洋・大気局）は、ミクロネシア地域保全基金

(Micronesia Conservation Trust)を通じて、住民参加型による海洋保護区（MPA）の社

会経済的モニタリング活動（SEM-Pacifika）を支援している。 

また、EU は南太平洋大学（フィジー）を通じて、気候変動に関する教育プログラム

（Global Climate Change Alliance）を支援している。 

 

３．事業概要                              

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、パラオ国全域において、サンゴ礁島嶼域生態系の継続的な維持管理に資す

る科学的データシステムの整理、知見・課題の抽出、政策オプションの提言、人材育成、

住民理解の拡大を行うことにより、サンゴ礁島嶼生態系についての研究能力および持続

的な維持管理能力を図り、もってサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策の立案・実

施に寄与するものである。 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

沿岸域を中心としたパラオ国全域 

7
地球環境問題、世界的な人口問題、各種の災害等の地球的規模の課題に対し日米両国が共同で対処する

ことを目的として 1993年 7月の宮沢・クリントン首脳会談で発足。それ以来、「保健と人間開発の促進」、

「人類社会の安定に対する挑戦への対応」、「地球環境の保護」及び「科学技術の進歩」の 4つの柱の下

で約 100件の案件が実施された。 
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（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

    パラオ国際サンゴ礁センター(PICRC) 、パラオ・コミュニティカレッジ（PCC）の研 

究者、および住民 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年 4月 1日～2018年 3月 31日(5年間)を予定 

（5）総事業費（日本側） 

3.4億円 8 

（6）相手国側実施機関 

     パラオ国際サンゴ礁センター(PICRC)、パラオ・コミュニティカレッジ（PCC） 

(7) 投入（インプット） 

1）日本側 

・長期専門家： 1 名(業務調整専門家) 

・短期専門家：3～4 名/年(サンゴ礁モニタリング、生態系サービス、環境計測・環境

ストレス応答、経済評価・分析など) 

・供与機材：ディープフリーザー(-80ºC）、光学顕微鏡、遠心機、酸性化実験用装置一

式、自動栄養塩分析装置、など 

・本邦研修：合計 2名 

(サンゴ礁生態系保全) 

・在外事業強化費：事業の活動費、支援機関への再委託費、など 

 

2）パラオ側 

・C/Pの配置：プロジェクト・ディレクター(President,PCC)、プロジェクト・マネージ

ャー(CEO,PICRC)、その他のカウンターパート 

・研究諸施設：オフィススペース、実験施設、現場調査用機材、会議室、電気・水道・

通信インフラ 

・カウンターパート予算の確保 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境社会配慮 

① カテゴリ分類 C 

② カテゴリ分類の根拠 

8 JICA 負担分のみであり、独立行政法人科学技術振興機構(JST)負担分は含まない 
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本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年 4月公布）上、環境へ

の望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

2）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減 

ジェンダー・貧困等の配慮を要する特別の負の影響は予測されない。 

3) その他 

特になし 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

これまで、我が国は無償資金協力による PICRC の建設（2000 年）、2 フェーズの技

術協力プロジェクト「国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」（2002 年-2006 年）、

「サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト」（2009-2012）を通して、パラオ国の

サンゴ礁モニタリング機能強化にかかる技術協力を継続して行っており、パラオ国で

の日本の環境保全協力は高い評価を得ている。本事業は、今までの協力成果を活かし、

パラオ国の自然環境保全に資するのみならず、同国経済に及ぼす効果も期待されてお

り、有効性が高いと判断される。また、関係者の本プロジェクトに対する理解醸成も

良好であり、効率的なプロジェクト運営が期待される。 

2）他ドナー等の援助活動 

特になし 

 

４．協力の枠組み                              

（1）協力概要 

1）上位目標 

本プロジェクトの成果が、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に係る政策の立

案・実施に活用される。 

指標： 

a. プロジェクトが提案した政策代案がパラオ政府の気候変動適応策の一環として採択さ

れる。 

 

2）プロジェクト目標 

パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系についての研究能力および持続的な維持管理能力が強

化される。 

指標： 

a. パラオ側により、モニタリングが継続的に実施される。 

b. プロジェクトで開発されたデータ/情報ベースが、関係機関の規則に従って継続的に管
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理され、公開される。 

c. 観光、経済、生態系管理に基づく持続可能なパラオ社会のための総合的な政策オプショ

ンが、パラオ政府の気候変動適応策として提案される。 

 

3）成果及び活動 

成果1： サンゴ礁島嶼域生態系・海洋環境に関する継続的なモニタリングに必要な科学的

データシステムが整理される。 

 

指標 1： 

a. 開始 1.5 年までに、各海域の総合情報データベースが HPにて運用・公開される。 

b. 開始 2年までに、生物種リストのための基本データ管理システムが開発・公開される。 

c. 開始 2.5 年までに、サンゴ礁生物モニタリング・プロトコルが国内で配布・活用される。 

d. 開始 5年までに、基礎生物データベース（生物種リスト）が開発・公開される。 

e. 開始 5年までに、遺伝子データベースが開発・公開される。 

 

活動： 

1-1 海域及び陸域（沿岸域）の視覚的デジタル情報・生物情報を収集する。 

1-2 流域管理にかかわる生態学的データの収集・整理を行う。 

1-3 効率的な海洋環境（pH、塩分、濁度など）観測のための基礎情報を収集する。 

1-4 重点観測個所にて、環境データ取得・解析および生物相に関する情報収集をおこなう。 

1-5 気候変動に伴う環境ストレスを分析するための実験装置をPICRC に構築・運用する。 

1-6 基礎生物データベース（生物種リスト）の管理システムを構築する。 

1-7 基礎生物データベース（生物種リスト）および遺伝子データベースを作成し、情報を

公開する。 

 

成果2：自然科学的・社会科学的な分析および評価を通じ、気候変動影響下におけるサンゴ

礁島嶼生態系の持続的な維持管理に資する知見・課題が抽出される。 

 

指標 2： 

a. 開始 1.5 年までに、環境ストレス実験装置が設置・運用される。 

b. 開始 4年までに、研究成果が日本国内・国際学会、国際誌で成果報告される（少なくと

も各活動 1件以上）。 

 

活動： 

2-1 サンゴ礁島嶼生態系のモニタリングから得られたデータの解析及び評価を行う。 

2-2 陸域と海域のつながりに関する生態学的考察、特に物質循環過程に注目した情報収集、
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分析評価を行う。 

2-3 陸域と海域を結ぶ流域環境の現状について、物質循環過程に着目した情報収集、分析

評価をおこなう。 

2-4 生物多様性についての分析および指標生物9の抽出をおこなう。 

2-5 サンゴ礁島嶼生態系サービスの劣化による経済的損失と、生態系保全及び自然活用に

よる便益に関する経済学的評価を行う。 

2-6 サンゴ礁島嶼生態系に影響を与える観光開発に対する住民の意識について、調査のう

え評価を実施する。  

 

成果3： サンゴ礁島嶼生態系の保全および生物多様性と生態系サービスに対する住民の理

解が広がる。 

 

 指標 3： 

a. 開始 1年目に、プロジェクト活動に関する四半期ごとの企画展示が実施される。 

b. 開始 2.5年までに、住民啓発を目的としたレクチャー・シリーズ及びワークショップが、

年 1回以上開催される。 

 

活動： 

3-1 サンゴ礁島嶼生態系および生態系サービスへの住民理解の向上を目的とした企画展を

実施する。 

3-2 住民を交えた議論・意見交換の場としてワークショップを開催する。 

3-3 2016 年開催の国際サンゴ礁シンポジウムでの特別セッションを開催する。 

 

成果4： サンゴ礁島嶼生態系の保全に必要な専門的技術・知見が共有され、人材が育成さ

れる。 

 

 指標 4： 

a. 開始 3 年までに、PICRC スタッフにより、分子生物学的実験・生理学的実験プロトコル

が作成・公表される。 

b. プロジェクト期間内に、PICRC スタッフ作成の論文が、査読付き国際学術誌に 1 件以上

受理される。 

 

活動： 

4-1 共同研究を通じ、PICRC による各州海洋保護区データの取得・解析、生態系モニタリ

ング、社会学的・経済学的インパクト解析などに関する能力の強化をおこなう。 

9
地域の環境条件の判定に用いられる生物種または群集。 
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4-2 PICRC 主導による、各州の海洋保護区モニタリングに係る能力向上を目的としたワー

クショップ開催や論文執筆などを支援する。 

4-3 パラオ・日本の学生を交えたサマースクールを PCC・PICRC を中心に実施する。 

 

成果5：サンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政策提言が行われる。 

 

 指標 5： 

a. プロジェクト期間内に、サンゴ礁島嶼生態系の地域的環境ストレス基準が作成される。 

b. 開始 4年までに、気候変動環境影響を考慮した地域的負荷についての低減策の提案書が

作成される 

c. プロジェクト期間内に、観光、経済、生態系管理に基づく持続可能なパラオ社会のため

の総合的な政策オプションが、パラオ政府の気候変動適応策の一環として作成される。 

 

活動： 

5-1 パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の維持管理に関する政策(PAN(Protected Areas 

Network)など)に対し、科学的データ・知見の提供および提言を行う。 

5-2 活動1～4 による成果を統合し、パラオにおけるサンゴ礁島嶼生態系の保全に資する政

策オプションを作成する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・本プロジェクトは、自然科学に加え社会科学の視点からサンゴ礁島嶼生態系を把握・分

析し、その結果を統合することによりパラオ国の同生態系の保全に係る政策の立案・実

施に寄与するものである。また、研究者の育成と住民の理解拡大を通じて研究能力及び

保全能力の強化を図り、もってパラオ国の同生態系管理に必要な能力の強化を図るもの

である。一方、自然科学と社会科学の視点の統合については日本国内でも未だに手法が

確立されておらず、本プロジェクトにおける同手法の開発が期待されている。このため、

プロジェクト開始当初から統合手法について詳細化を図りつつ全体管理を進めるととも

に、ステークホルダーとの対話を通じて政策オプションの方向性を認識しながらプロジ

ェクト管理を進めていく事が必要である。 

・社会科学的アプローチによるサンゴ礁保全研究は、パラオにとって新規の分野であるこ

とから、人材育成を通して技術面での成果の持続性を高めていく必要がある。 

・本プロジェクトの成果がパラオ国内のみではなくミクロネシア地域各国にも寄与するよ

う、ミクロネシア・チャレンジ事務局を始め関係組織との連携を図りつつプロジェクト

を実施することが必要である。 

・新規機材の導入に際しては、維持管理コストに配慮した機材選定に努めるとともに、同

管理体制を整備し、機材の有効活用を図ることが必要である。 
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（2）その他インパクト 

特になし 

５．前提条件・外部条件(リスク・コントロール)                        

（1）遅滞なく、プロジェクト関係予算が配分される。 

  C/Pである PICRCの活動予算の一部は米国コンパクト 10マネーから配分されているた

め、同マネーの供与に変更がある場合、プロジェクト実施のために必要な予算が PICRC

に配分されなくなる可能性がある。ただし、コンパクトマネーは 2024 年までの供与が

予定されており、供与が止まる可能性自体は少ない。 

  

（2）カウンターパート人材が安定的に確保される。 

   総人口が 20,000人に満たないパラオでは、サンゴ礁保全に関し専門知識を有する人

材が非常に限られているため、自己都合等によりカウンターパート人材が離職した場

合、代替となる人材の確保に多大な時間を要しプロジェクト目標の達成に影響を及ぼ

す可能性がある。このため、各研究課題に複層的な人材配置を行うよう努めるととも

に、バックアップ体制に留意した人材育成を図る。 

 

６．評価結果                               

本事業は、パラオ国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、ま

た計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                

・先行案件である「サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト」(2009年～2012年)の終

了時評価調査報告書では、PICRC水族館部門の展示内容を改善することにより来館者の増

加を図り、同センターの財務体質を強化する必要性が指摘されている。本事業では、同

支援の一環として、最新の科学的知見を一般市民に紹介する企画展を初年度四半期ごと

に実施する計画を組み込んでいる。 

・他 SATREPS 事業である「フィリピン国統合的沿岸生態系保全・適応管理プロジェクト」

(2010 年～2015 年)では、中間レビュー評価において、社会実装の具体性が十分でない

ことが指摘されてきた。本事業では、調査団及びパラオ側関係者と十分な協議を基に、

具体的な社会実装に向けた各指標を設定した。 

 

10 米国の国連信託統治から独立する際に、米国との間で締結した自由連合盟約のこと。有効期間は 50 年

間とされ、1994 年から 2009 年までの 15 年間、米国から財政支援を受ける一方で、国防と安全保障の権

限を米国に委ねていた。2010年9月改訂コンパクトに署名し、引き続き米国が財政支援を行うこととなっ

ている。 
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８．今後の評価計画                           

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 
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